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社会経営ジャーナル

ポイントサービスシステムと行動経済学 　　　　
泉谷　和昭

�����
　電子商取引（ネットショッピング）等で、マーケティング手段とし
て使われるポイントサービスシステムは、非常に身近なものとなっ
ている。上得意を確保するマーケティング手法が様々な購買者の商
品購買意思決定に影響を与えているが、一見不合理と思える意思決
定や、購買行動が容易に認められる。これらポイントサービスシス
テムに関わる購買意思決定を行動経済学的視点、特にプロスペクト
理論の考え方から確認し、また逆にポイントサービスシステムの設
計視点を例示する。

rqr�;nIf
購買者は経済人の立場からは購入する購買物／サービスと対価で
ある費用との関係でシンプルに購買行動を決定すべきであるが、ポ
イントサービスシステムにより提供される効用が複雑にかつ、購買
者個々の属性に応じて影響して最終的な購買行動を決定してしま
う。購買者がある種類のポイントを蒐集しているなら、価格だけで
判断するならば不合理な購買判断であっても、ポイント蒐集の為に
この購買行動をとってしまう場合がある（注１）。 
　 また、購買者のポイント蒐集状況は皆が同じ条件下にあるもので
はなく個別の購入者が持つ属性と状況を確実に管理しかつ、ポイン
ト蒐集状況等に対してタイムリーに策が施されると購買者の意思決
定は大きく影響されることになる。ネットショッピングではICT (In-
formation and Communication Technology)に裏付けられた技術基盤

がこの様なタイムリーな施策を実施することを可能にしている。
　 このようなポイントサービスシステムがもたらす状況下におい
て、購買者にとっては、自らの購買行動に対する、より合理的な解
釈が必要とされる一方、ポイントサービスシステム提供者には、よ
り的確な購買者の意思決定に対する解釈により、さらに有効なポイ
ントサービスシステムの設計が求められることになる。

s�_M
sqr��-".&#%6Z�G=
日本における、一般生活へのインターネット活用が強く意識された
のは１９９５年暮のWindows95発売を契機としたパソコンブームに
求められる。1996年の元旦に於いて、主要新聞の別刷り特集で、イ
ンターネットが実生活にとって必須な情報手段として発展して行くこ
とが語られている（注２）。　 以降、急速なインターネット利用の
拡大は使用するデバイスをパソコンからケータイへ、そしてスマート
フォンへと拡大させながら、一般化し、生活のインフラとしてしっ
かりと根付いており、インターネットの世帯利用率は２００７年以
降ほぼ、８割以上を維持していた。（２０１２年末は86.0%）（注
３）

sqs��-".&#%���SdYR
　 インターネットが消費生活に対して与えた影響は非常に大きく、
特にAmazon.comや日本に於ける楽天等の成功が象徴的である。イ
ンターネットが電子的なデータ通信・処理であるため、従来とは質
的に異なった顧客管理を可能とし、その結果として特に、個人それ
ぞれの嗜好や属性、購買行動に合わせて購買意欲をそそるプロモー
ション施策をタイムリーに実行することが可能となった。このよう
な環境下において、顧客管理販売促進手法の一つとしてポイントサ
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ービスシステムに注目する。 

t�(�-%�.'! !$)
　 ポイントサービスシステムの目的定義には様々な考え方がある
が、『顧客の利用頻度と買上点数あるいは客単価を上げること』と
了解出来る（注４）。
　これを実現する視点として次の各点があげられる。８）９）
【ポイントサービスシステムの構成視点】

Ⅰ）ポイントを貯める楽しみそのもの（蒐集心理の促進）
Ⅱ）累進性のステップアップサービス（階級差別化）
Ⅲ）期間限定等のボーナスプログラム（期限による促進）

tqr�(�-%�.'! !$)�bU
　 単なる値引きによる販売促進ではなく、個別顧客との取引状況に
応じて顧客を管理することにより、その顧客のロイヤルティを向上
させて、客単価の向上を図る仕組みである。特にICTによりタイムリ
ーな各施策を実施できる特性がある。
【ポイントサービスシステムの構成視点】に於ける、視点Ⅰ）は、
現金値引きとは異なり、一般に次の購入時に使用できる現金相当の
ポイントを購入額に応じて還元することにある。貯めるという行為
により目標設定を容易にし、かつ十分な達成感を顧客に提供して顧
客満足度を向上させることで、ロイヤルティの向上を図っている。
視点Ⅱ）は、Ⅰ）でのポイント還元を顧客一律に実施するのではな
く、顧客を明示的にクラス分けし、上得意に対して様々な優遇策を
適用してロイヤルティの向上を図るものである。明確なクラス分け
と厳格なクラス別運営を実行することでより上位のクラスへ入りた
いとう動機付けを強く与える枠組みが出来上がる。さらに、上位ク
ラスへの昇格動機より重要と思われるのが、降格回避によるロイヤ

ルティの向上である。一度手に入れたクラスを手放したくないとい
う心理を利用して、リピート率の向上を図るものである。航空会社
の事例で言えば、ファーストクラス、ビジネスクラスなどという一
見クラス以外にポイントサービスの一種であるマイレージプログラ
ム（フリークエント・フライヤー・プログラム）により、顧客を利
用頻度にクラス分けし期間を区切って、対応するクラスのサービス
を提供している。複数階級が設定されており、1年間上位のクラス客
として取り扱われた顧客は翌年もまた同等以上のクラスの客として
取り扱われたいと考えるようになり、顧客の航空会社選定に際して
運賃以上に大きな影響力を受けることになる。特に経費使用である
商用利用に際して顕著にその現象が現れると考えられる。
　 視点Ⅲ）は、一定の期間を区切って特別なポイント還元を実施し
てポイントプログラムに対する関心の維持と、購買者が設定するポ
イント蒐集目標の達成機会を、時間を区切ることで多くすること
で、ロイヤルティの向上を図るものである。

tqs�50[�(�-%�.'! !$)
　同システムの代表例として楽天および全日本空輸の採用するシステ
ムを示す。

tqsqr��-".&#%*.,P>
　 楽天を【ポイントサービスシステムの構成視点】から次の様にま
とめる。
Ⅰ）ポイント還元と使用の基本（ポイントをためる楽しみそのもの）
　 楽天ポイントクラブへの入会により、楽天スーパーポイント還
元、および、楽天内での擬似通貨として機能するポイント使用が可
能となる。加えて、他のポイントシステムとのポイント交換が可能
で、擬似通貨としての機能と魅力を強化している。還元率は基本　
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100円利用で1ポイント還元／1ポイントを1円として利用可能であ
る。

　　　表１　楽天のクラス（ランク）特典構造（２０１３年４月）

 
（楽天ホームページ（http://www.rakuten.co.jp, 20013年4月27日最
終閲覧）の資料より筆者作成）

表２　楽天でのクラス（ランク）維持に関する条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０１３年４月）

 
（楽天ホームページ（http://www.rakuten.co.jp, 20013年4月27日最
終閲覧）の資料より筆者作成）

Ⅱ）会員クラス管理（累進性のステップアップサービス）
会員を4段階にクラス（ランク）分けし、より上位のクラス（ラン
ク）への昇進とランク維持を動機付けとして、楽天へのロイヤルテ

ィを向上させている。（表１　 楽天のクラス（ランク）特典構造）
（表２　楽天でのクラス（ランク）維持に関する条件）
Ⅲ）機動的な販売促進手段としての特徴（期間限定等のボーナスプ
ログラム）
　 還元されるポイントの率が、個別出店者の販売意図に合わせて上
乗せられ、決済手段の差によって還元率を変化させるなどの機動的
な付与方式に因って、販売意図の実現を目指す仕組みがある。加え
て、利用することが出来る期間が定められた”期間限定ポイント” を
導入しており、時間的制限を利用して購買行動に対して影響を与え
る。購買者は基本となる取引判断である、「価格と効用という関
係」に並列して、「ポイントと効用」という判断を行い統合的な決
定を行うと考えられる。

tqsqs�4LO]goANAp
　 全日本空輸はＡＮＡマイレージクラブとしてポイントサービスシ
ステムを運営している。
Ⅰ）ポイント還元と使用の基本（ポイントをためる楽しみそのもの）
　 典型的な航空会社におけるポイントサービスで、顧客の利用頻度
や利用クラス（金額）に応じたポイントを「マイル」として発行
し、航空券等の特典への交換が可能になっている。様々な業種に於
ける企業のマーケティングプログラムとして採用され、全日本空輸
が発行元である「企業通貨」としての機能を提供するに至ってい
る。
　 発行の基本は搭乗した路線の距離であるマイルに応じて「マイ
ル」を発行する訳であるが、実際の発行「マイル」数は支払った航
空運賃やその他の条件を加味して算出される。また、提携している
各企業がポイントサービスシステムとして全日本空輸の「マイル」
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を発行することで、航空機利用以外の消費活動で全日空の「マイ
ル」が集められる。
Ⅱ）会員クラス管理（累進性のステップアップサービス）
　 航空機利用距離やその他諸条件により換算して算出される「プレ
ミヤムポイント」の１年間における獲得高に応じて（表３　 全日本
空輸（ANA）のクラス概要）の様なクラス分けを実施し、それぞれ
特別なサービスを提供している。
Ⅲ）機動的な販売促進手段としての特徴（期間限定等のボーナスプ
ログラム）
様々なキャンペーンを国内線、国際線を問わず常時実施している。

　　　表３　全日本空輸（ANA）のクラス概要（２０１３年４月）

 
（ANAホームページ（http://www.ana.co.jp, 20013年4月27日最終閲
覧）の資料より筆者作成）

u�`9^T@[cU�H��(�-%�.'! !$)
　 行動経済学の成果としては多くの知見が得られている。１）２）３）
中でもプロスペクト理論は期待効用の一般化として有効な考え方と
して位置づけられている。プロスペクト理論における考え方の要点
には次の３つが挙げられる。
【プロスペクト理論における考え方の要点】３）

1 効用は参照点からの乖離によって測られる。
2 利得領域における効用の増加よりも損失領域での効用増加の方
が早い

3 主観的確率は確率が大きな領域で過小に評価され小さな領域で
過大に評価される。

 
図１　プロスペクト理論の効用関数

　 ①効用は、絶対的な金額により比較するのではなく、様々な過去
経緯を踏まえた上で、現在問題となる水準、即ち参照するべき参照
点との相対的な差が問題視されるという考え方である。②は図１に
示す金額と効用の関係を示す効用関数に於いて、金額（正）の領域
で何らかの利得に対して議論する第１象限では効用の増加が次第に
逓減し効用関数が凹関数を示すが、一方金額（負）の領域で何らか
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の損失に対して論議する第3象限では金額の増加に対して参照点に向
けて急激に効用が増加する凸関数を示すとする考え方である。参照
点では効用関数の形状が不連続に変化する様に見ることが出来る。
　 ③は意思決定の重みに関連するもので、客観的確率が0.3以下の主
観的確率は過大に評価され、逆に0.3以上の場合、過小に評価される
というものである。あまり起こりそうにない事象即ち、客観確率が
小さい事象に対してはその発生が過大に評価され、逆にほぼ確実に
起こる事象は過小に評価されるというものである。

uqr�e3�EDQA�����:VU
uqrqr�(�-%�.'!���h2�Xi1B���:VU
　 基本的にポイントサービスは時間をずらした値引きと考えられ
る。還元されるポイントは一般に表示販売価格に対して何%の還元
率が適用されるかで購入者に対してアピールする。これは現金によ
る値引きの場合の○○％OFFと同様で、元となる価格、即ち「比較対
照価格」が参照点となるため、意思決定を行う購入者にとってこの
「比較対照価格」の設定が表示販売価格であり、参照点である。

uqrqs�h2W�7BW�a\
　 ここで、購入時点での比較行為として現金での値引きとポイント
還元という優遇との効用判断がある。極めて当然の比較結果である
にもかかわらず、購入者側の受け止め方は大いに異なることを清嶋
は示している(注1）。２０）清嶋は5万円の商品Aを現金20％引きで購
入するか、20％のポイント還元で購入するかの比較を行っている。
（金利は無視）
・20％現金値引き:50,000円×20%=10,000円お得 支払い額40,000
円、値引き率20%
・20%ポイント還元：50,000円×20%=10,000ポイントの還元

　ポイント利用は次回使用として、将来10,000円の商品Bをタダで購
入できると考えると、50,000円＋10,000円＝60,000円を支払い額
50,000円で購入することになる。従って、値引き率は1-(50,000円
÷60,000円)＝16.7%となり、圧倒的に現金値引きが購入者にとって
有利である。一方、販売者にとっては、20%値引きは純粋に粗利益
の10,000円減少を意味するが、20%ポイント還元は将来購入するか
もしれない10,000円の商品Bの原価分が回収できないことにとどま
り、しかも一旦は10,000円多くの資金を手元に留められ、圧倒的に
有利な取引となる。ところが、購入者によっては、20%現金値引き
の価値と20%ポイント還元の価値が等価と誤認されている場合さえ
ある。これは同一の数字による表現が、同一の価値との誤認を生む
という問題（フレーミング効果）と考えられる。場合によってはポ
イント蒐集の観点からポイント還元の方を積極的に選択されるケー
スさえある。

uqs�(�-%h2�Xi1B��
　 清嶋は、購買対象となる品物が比較的低額なものか高額なものか
によって購買者の考え方が変化する事例も示している。50,000円の
商品では、20%ポイント還元と等価な現金値引きの金額は41,667円
であったが、仮に5,000万円のマンション購入を考えると、比較され
るのは20%ポイント還元である1,000万ポイントと、等価な割引率
16.7%を適用した支払額は833万円引きの4,167万円となる。支払者に
とって、1,000万ポイントの還元より833万円の支払い減の方が圧倒
的に魅力的として選好されると考えられる。
　 一方、50,000円の商品の場合では、購買者にとっては明らかに現
金値引きが有利にも関わらずのポイント還元を選択することがあ
る。購買対象や金額の多寡によって購買者の判断が変化することと
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なる。この考え方は生活感覚として理解可能であるが、プロスペク
ト理論における利得領域での効用関数の形状で解釈することが可能
である。

uqsqr� (�-%h2���Xi1B���6Cm<��	�
8ZkK
プロスペクト理論における３つの要点のうち、「②利得領域におけ
る効用の増加よりも損失領域での効用増加の方が早い」という考え
方で、利得領域における効用関数 の差により現金とポイントの特性
差を説明することが可能となる。

 
図２　利得領域の効用関数（筆者作成）

利得領域での効用関数は凹関数である限界効用逓減型（危険回避
型）の形状をしているが、現金はその一般性の為に金額が大きくな
ればなるほどポイントに比較して高く評価されることを表現でき
る。（図２　 利得領域の効用関数）一方、ポイントはあくまで擬似
通貨であるためにそのポイントが持つ特徴的効用の範囲では現金の
一般性よりも高く評価できるが、ポイント数量が多くなると通貨の
持つ一般性にはかなわないわけである。
これらの現象は直感的には十分了解可能であり、かつ効用関数の

形状差により解釈可能になる。例えば（図２　 利得領域の効用関
数）の事例では現金割引額とポイント還元数を凹関数の次数差によ
り、金額（ポイント数）が利得領域で参照点に近い場合はポイント
が選好され、等価点を越えると現金が選好されることを示すことが
出来る。
　事例的に考えれば次の様な説明が可能である。例えば、A洋菓子店
が100円につき20ポイントの還元を実施し、B洋菓子店が100円に就
きその場で16.7円現金割引の実施を行っていたと考える。これは割引
率にしてA店、B店とも等価の状態である。購買者が心理的に設定す
る当該洋菓子店に対する「想定最大購入額」までならば、ポイント
は蒐集という目的に対する達成満足度を現金割引では提供されない
効用として意識されるためにポイントを選好する理由となり得る。
ところが、この「想定最大購入額」を大きく超えるポイント数で
は、現金の持つ一般性が強く意識されて現金が強く選好される。先
の清島のマンション購入に関する事例ではマンションが一生に一度
の買い物であればなおさらポイントを選択する理由はない。

uqsqs�8ZkK�J?m<�RZ���+!
顧客のリピート率向上をまず目指すポイントサービスシステムで重
要な役割を果たすのが「②利得領域における効用の増加よりも損失
領域での効用増加の方が早い」とされる要点である。これは得られ
るものよりも失うものを強く意識することであり、損失領域にあっ
てはより危険愛好型の選好を行うことを示している。購買行動を取
り扱うポイントサービスシステムではこの損失領域に購買者が最初
から位置づけられていることは通常存在しないので、様々な工夫で
そういった状況を作り出すことが求められる。その役割は【ポイン
トサービスシステムの構成視点】の内、Ⅱ）累進性のステップアップ
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サービス（階級差別化）とⅢ）期間限定等のボーナスプログラム
（期限による促進）に認められる。
Ⅱ）（階級差別化）について検討する。楽天のポイントサービスシ
ステムで明示した通り、多くのポイントシステムではクラスを設定し
てそのクラスに応じたサービスやポイント付与率のコントロールを
行なっている。ポイントシステム会員はひとたび、上位のクラスに
位置づけられるとそのクラスにて享受しているサービスを今度は失
うという立場におかれる。もし新会員が「レギュラー」からスター
トし、「ゴールド」のクラスをひとたび獲得すると、以後はいくつ
かの特典を失うという損失領域での意思決定に曝されることにな
る。損失領域での効用関数は凸関数でありかつ利得領域より急激に
変化する為、ポイントサービスシステムの会員に対し強くクラス維
持の動機付けを与えることに成功する。ここまでは基本的な支配の
原理であるが、ネットショッピングの環境では個別会員ごとに合わ
せたキャンペーンを展開することが可能であり、より有効に会員の
クラス維持に対する動機付けを活用することが出来る。
　 例えば、クラス維持に必要なポイントを獲得させるための特別な
ポイント付与率優遇キャンペーンをもう少しでクラスが維持できる人
のみを対象に個別実施する等の施策が存在する。ICT技術を基本にき
め細かい顧客管理でタイムリーに個別顧客施策を打つのである。ク
ラスという仕組みをわざわざ自作的に導入することで、意図的に現
在のクラスという参照点を創出し、クラスからの降格という恐怖を
作り出して利用しているのである。

uqsqt�8ZkK�J?m<�RZ��“NjlA”
　 クラス同様、失いたくないという気持を強く意識し、効用関数の
損失領域での凸関数特性を有効に活用する仕組みに期間限定があ

る。個別の期間限定セールなども同様ではあるが、最もポイントサ
ービスシステムとして特徴的であるのが有効期間を設定したポイン
トである。例えば、あるポイントサービスシステムに参加する金融
機関が投資信託や預金の月々の残高に応じて1年間期間限定のポイン
トを還元するとする。さっさとポイントを使ってしまう顧客ではな
く、じっくりと貯める顧客であっても、1年たてば毎月期間限定ポイ
ントの失効期限がやってくる。ポイントサービスシステム提供者は
このタイミングですかさず、ポイントを活用した購買を促すことが出
来、ポイント消化以上に同一ポイントサービスシステムを提供する
ショップに対して販売機会を提供できることになる。
　 いずれにしても、期間の限定を意図的に作り出すことが効用関数
の損失領域を活用することに繋がることになる。また、その際は効
用関数が凸型でしかも参照点（この場合ポイントを失わないという
事象）に向けて急激に効用が上昇するため非常に効果的に機能する
と説明できる。

uqsqu� f
�
����
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Z��
　 「③主観的確率は確率が大きな領域で過小に評価され小さな領域
で過大に評価される」要点がプロスペクト理論では示されている。
最もこの要点を巧みに利用していると解釈可能なポイントサービス
システムの事例として全日空のスーパーフライヤーズカードが挙げら
れる。このカードは通常のクレジットカードとは別に、全日空が設
定しているクラスの内、ダイヤモンドとプラチナに格付けられた顧客
のみが入手できるクレジットカードになる。これらの上位クラスに
入る顧客は相当量のフライトを経験しているが、当該クラスに叙せ
られるのはクラス獲得後の１年の期間限定である。航空会社として
上顧客を自らのクレジットカードの会員にもすることはクレジット
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事業にとっても有利である。したがって、ダイヤモンドやプラチナで
提供されていた空港ラウンジの無償利用等の特典を付けてこれらク
ラスの期限が切れる顧客を取り込む策として「スーパーフライヤーズ
カード」がある。もちろんこのカードに加入するには年間利用料が
必要で、顧客にとってはその年間利用料と効用との比較による意思
決定を行うことが合理的である。ところが、顧客側から見ると、ダ
イヤモンドやプラチナという上位クラスのサービスを享受してきた
者として、“また飛行機を利用する時には同等に近いサービスを提供
してもらえれば…”との願望が生まれる。飛行機利用が日常的な人で
あれば、おのずとダイヤモンドやプラチナといったクラスが維持で
きるので、「スーパーフライヤーズカード」が魅力的になった、即ち
上位クラスの資格を失いそうな者は客観的には航空機の利用頻度が
減ることを意味する。しかしながら、顧客側としては「また利用す
る時には…」という低い確率を過大に評価し意思決定を行ってしま
う。純粋にリピーターを獲得する意味での「また利用したい」と思
わせるだけではなく、別の枠組みに誘い込むきっかけとして「また
利用したい」を活用する意味で、この仕掛けは応用が可能である。

５．結言
ネットショッピングにおけるポイントサービスシステムが影響を与
える購買者の意思決定に関して、行動経済学的視点、特にプロスペ
クト理論の主な3要点を軸に考察を進めた。
様々なプロモーション施策に購買意思決定者は、一見不合理と思
える決定を行なってしまうが、プロスペクト理論による理解、解釈
が有効に機能することを示し、この考え方を上手く活用することに
よって、ポイントサービスシステムを設計、提供する際の設計指針
ともなり得ることを示した。

現在の先端的なポイントサービスシステムはICTを基礎に実現され
ている。原初的な切手状のスタンプを台紙に張り込むものやスタン
プカードを利用したものでは実現できなかった魅力を提供している
が、同時に非常に膨大な顧客行動の情報を収集することが出来るよ
うになっている。これらを高度に分析処理する所謂「ビックデー
タ」が注目される状況にある。
これらビックデータの処理解析に対しても、本論で述べたプロスペ
クト理論による視点を活用することで、ポイントサービスシステム
に於ける購買者の意思決定行動をデータ的に裏付け、より効果的な
ポイントサービスシステムの設計指針が示されるものと考えてい
る。

注
注1　http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/OPINION/20090423
/329055/　 ITpro 記者の眼　「なぜ「20%ポイント還元」がなくな
らないのか？－行動経済学を知る」清嶋直樹
注２  朝日新聞1996縮刷版　別部（パソコン）「やってみるとパソコ     

ンっておもしろい」、「いんたーねっと大航海」,pp.69-76。
日本経済新聞 1996縮刷版　 元旦　 第二部　 「花開くバーチャル社
会」、「インターネット乗り継ぎ　 ホームページで世界一周」,pp.
49-64
注３　総務省情報通信政策局「通信利用動向調査報告書世帯編」
注４  http://www.nippon-card.co.jp/service/top.html　日本カード
株式会社はポイントサービスシステムをソリューションとして提供
する会社。
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